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１．はじめに

　リモートセンシングは，宇宙や空中より，光や熱などの

電磁波を観測するセンサを用いて，地表や大気の状況を把

握する技術を指す。代表的なものが，人工衛星による気象

観測や陸域観測であり，すでに40年余りの歴史を有する。

このような観測データの主な利用先は，従来は衛星画像の

空間分解能が最大20-30m程度であったこともあり，資源

探査や環境把握に使われていた。防災利用に関しては，大

規模な斜面崩壊などの地盤災害や，堪水が長期に続く大陸

型洪水の把握など，地表における変状が広域にわたるもの

に限定されていた。取得されたデータの典型的な利用法の

１つは災害前の現況を把握するもので，これは防災利用に

限られたものではなく，都市計画や環境保全分野と同様の

使い方である。もう１つの利用法は，災害発生後の被害状

況の把握で，自然災害や人為災害，環境破壊なども含めて，

地球表面の変化を観察するものである。

　とくに1995年の阪神・淡路大震災以降，リモートセン

シングの防災利用が拡大しているのは，最近のセンサとプ

ラットフォーム（衛星，航空機など）の技術革新に負うと

ころが大きい。センサとしては，光学（可視・近赤外）セ

ンサ，マイクロ波センサ，熱赤外センサなどが代表的なも

のであり，これらの空間分解能が大きく向上したことが，

利用が拡大した最大の要因といえよう。また，センサが対

象地域に向きを変える（ポインティング）機能が付加した

ために，災害を観測できる頻度が大幅に向上した。全天候

型のマイクロ波センサ（合成開口レーダ：SAR）を搭載し

た衛星が増えたことも，利用が広がった一因といえる。

　本稿では，リモートセンシングの防災利用における最新

動向について，2011年東日本大震災における実例も含め

て紹介し，今後の発展の方向と課題について考えてみる。

２．リモートセンシングの特徴

　衛星リモートセンシングの大きな特徴としては，①広い

範囲を瞬時に観測可能，②同じ地域を繰り返し定期的に観

測することで時間変化を把握可能，③直接現地に行かずと

も状況把握が可能，④人間の目で確認できない赤外線やマ

イクロ波なども観測可能，などが挙げられている。これら

の特徴はいずれも，防災分野においても，極めて重要なも

のばかりである。広域性・瞬時性は，たとえば関東平野く

らいの範囲を一瞬で観測できるため，同時刻における被害

の広がりが把握できる。反復性・定時性は，災害前の状況

を知り，災害による変化や復興状況の把握にも役立つ。遠

隔性は，地上からのアクセスの困難な僻地や被災地の観測

に有効である。可視光以外の利用は，SAR衛星の全天候利

用や近赤外センサによる植生変化把握など，災害状況の把

握に有効なことが知られている。

　ここで，各種のセンサを搭載するプラットフォームにつ

いて見てみよう。図－１に示すように，大気圏外のプラッ
トフォームとしては，光学センサやSARを搭載した人工衛

星，それに全球の標高データ（SRTM）作成に貢献したス

ペースシャトルなどが挙げられる。大気圏内では，固定翼

航空機やヘリコプターが代表的なプラットフォームであ

り，航空カメラや各種センサが搭載される。火山噴火や原

発事故など危険性を伴う空域の撮影に関しては，無人航空

機（UAV）の使用も広がりつつある。
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図－１　リモートセンシングに用いるプラットフォーム
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３．衛星光学センサの利用

　防災利用目的の光学センサ衛星は，地上分解能10-30m

程度の中解像度衛星（Landsat, ASTER, ALOS/AVNIR-2など）

と，同１m程度以下の高解像度衛星（QuickBird, Ikonos, 

WorldView-2など）が主なものである。これらの多くは，

可視光３バンド（RGB）と近赤外バンドを有している。こ

れらの衛星にで得られる画像は，大規模な災害が発生した

直後より，次々とウェブ上でも公開され，被災状況の把握

に使われるようになった。光学画像の最大の利点は，写真

と同じように誰にでも分かりやすく，目視判読によって現

地の状況が容易に把握できる点である。しかし，光学画像

の撮影はほぼ午前に限定され，天候に左右されるため，災

害発生後，雲の少ない画像が早期に得られない場合も多い。

　近年，各国の宇宙機関は，大災害時の衛星画像の提供に

関する協定「国際災害チャータ」を締結し，当事国の緊急

対応や国際救援・支援活動に利用されている。日本の衛星

は，これまで国際災害チャータの枠組みで数多くのデータ

提供を行ってきた。しかし東日本大震災では，内閣府が初

めてチャータの発動を依頼し，各国の宇宙機関を通して，

宇宙航空研究開発機構（JAXA）が衛星データの提供を受

けることになった。この枠組みで，アメリカ，ドイツ，フ

ランス，インド，中国，韓国が，３月12日から４月14日

までの期間，光学衛星画像データを提供した。なかでも，

ドイツのRapidEye衛星は毎日観測が可能なため，広域の

状況把握に利用された。また，アメリカなどの高分解能衛

星も，詳細な被害状況の把握に利用された。

　国際チャータのアジア・太平洋版ともいえるのが，

JAXAが提唱し，2006年に発足したセンチネル・アジアで

ある。同地域の自然災害の監視を目的としており，衛星か

ら得た災害情報をインターネット上で共有し，災害を軽減・

予防することを目的としている。このセンチネル・アジア

の枠組みを通じて，タイ，台湾，インドの光学センサ衛星

が，東日本大震災の発生時に画像を提供した。

　洪水や津波による浸水域，それに大規模な斜面崩壊など，

被害が広い範囲に及ぶ災害は，中解像度の光学センサ衛星

で把握するのに適している。１つの例として2011年の秋

にタイ中部のチャオプラヤ川流域を襲った大洪水の事例を

紹介しよう。モンスーンから続いた長雨によって，川の水

位は徐々に上昇し，洪水はタイの国土の９％を浸水させる

大規模なものとなった。洪水は世界遺産の古都アユタヤや

首都バンコクの北方の工業団地も次々と水に沈め，11月

初旬にはバンコク中心市街地の北部にまで達した。写真－
１は筆者が行った現地調査時のナワナコーン工業団地の様
子である。川のように見えるのは団地中央の道路であり，

車ではなく船で人々が往来していた。図－２はアユタヤか

ら下流のバンコクまでを含むASTERによる画像である。

黒く見えるのは洪水で冠水した地域であり，下方に白く見

えるのは雲である。2011年10月からこの地域に浸水が始

まり，図中の四角（上）で囲った同工業団地は地上２m

程度の高さまで浸水し，日系企業を含むすべての工場が水

没した。また，主として国内線で使用されているドンムア

ン空港も図中で四角（下）で囲っているが，10月25日時

点では空港北部が冠水し始め，11月１日時点では滑走路

が完全に水没した様子を観察することができる。このよう

に光学画像は，誰でも簡単に目視による判読が可能である

が，気象条件の制約を受けるのが大きな欠点といえる。

　近年，進歩が目覚ましいのが高解像度の光学センサ衛星

である。現在，最も解像度が高いセンサは，50cm－１m

程度であり，建物１棟１棟はおろか，車やバイク，場合に

写真－１　タイ大洪水時のナワナコーン工業団地

2009/12/13 2011/10/23,25 2011/11/1
図－２　タイ中部の洪水前後３時期のASTER画像
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よっては人の存在が識別できることもある。例として，東

日本大震災の時の事例を紹介しよう。福島第一原子力発電

所は，巨大津波に襲われて１－３号機が外部電源を喪失し，

３月11日以降，危機的な状態が継続し，周辺の空域も飛

行禁止となった。このため，国土地理院による被災地の航

空写真撮影も，原発周辺の空域に関しては不可能となり，

浸水範囲概況図の作成にあたって，高分解能衛星画像が使

用された。写真－２は2011年３月14日午前11時４分頃に，
米国の商業衛星から撮影された福島第一原子力発電所の様

子であり，３号機建屋で水素爆発が起きたわずか３分後の

ものである。画像からは既に１号機建屋が爆発で吹き飛ん

でいる様子や，飛び散った瓦礫や津波浸水の痕跡なども確

認できる。福島原発事故に関しては，このような衛星画像

が貴重な情報源となった。

４．衛星熱赤外センサの利用

　光学センサは，可視域や近赤外域における太陽光の地球

表面での反射を観測する仕組みであるため（図－３），夜
間においては観測が困難である。ここで地球表面は，太陽

光を反射しているだけでなく，太陽光を吸収して暖かく

なった熱エネルギーと火山活動などによる熱を熱赤外線と

して放射している。熱赤外センサは，この地表面からの放

射輝度を観測する仕組みであり，表面温度が推定できる。

放射を観測する仕組みは太陽光に依存しないため，昼夜関

係なく地球表面の撮影が可能である。しかし，衛星熱赤外

センサは，光学センサと比べると一般に空間分解能がかな

り低いため，熱画像を用いた防災利用としては，森林火災

や火山噴火など，高温かつ広範囲の被害状況の把握がこれ

までは主であった。しかし，最近，夜間における衛星熱画

像は，津波や洪水による湛水域の把握において有効である

ことが示されるようになった1）。

　筆者らは2），ASTER熱赤外バンド画像（解像度90m）を

用いて，東日本大震災による津波湛水域の抽出を行った。

福島県相馬市付近を夜間に撮影した熱赤外画像から求めた

表面温度分布を用いて，津波前のほぼ同じ季節の表面温度

と津波翌日のものの差分を取り，温度の変化域を図－４の
ように抽出した。津波が襲った時期はまだ夜間の冷え込み

が大きく，水面の方が陸地より夜間の表面温度が高い。そ

のため，夜間において表面温度が上昇した箇所は，津波に

よる湛水が続いている範囲と見なせる。これらをASTER

による地震前後の昼間の光学センサ画像（解像度15m）と

比較した結果，概ね良好な湛水域の推定結果が得られてい

ることを確認した。また，国土地理院が作成した浸水範囲

概況図と比較した結果，ほとんどが浸水域内であることが

確認でき，時間経過により湛水域が減少してはいるものの，

良好な推定結果が得られたといえよう。

　同様に，2011年に発生したタイ中部のチャオプラヤ川

流域の洪水においても，ASTERの熱画像によって光学セ

ンサ画像と同様の浸水範囲を把握することができた。衛星

土木技術　68巻 12 号（2013.12）

写真－２　 福島第一原子力発電所の３号機建屋爆発直後の様子
（DigitalGlobeウェブサイト）

図－３　 衛星リモートセンシングによる反射と放射を観測する
仕組み
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図－４　 ASTER熱赤外画像による相馬市周辺の地震前後の推
定表面温度の差分⒜，温度差分が＋５℃以上の推定
湛水域⒝，地震前(2009/4/7)の光学画像⒞，地震後
（2011/3/19）の光学画像
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搭載の熱画像は，解像度の限界によってこのような100m

オーダーの広がりのある地表面の変化把握への利用に限定

されるが，航空機やUAVでより低空を飛行することによっ

て，建物や道路などを対象とした，空撮熱画像による夜間

の被害把握も可能になるものと考えている。

５．衛星合成開口レーダ（SAR）の利用

　合成開口レーダ（SAR）を用いたセンサは，図－５に示
すように，マイクロ波を能動的に照射してその地球表面か

らの反射波を観測する機構であるため，雲などの気象条件

や昼夜の時間帯などの影響を受けない特徴がある。レーダ

衛星としては，欧州宇宙機関（ESA）のENVISATやカナダ

宇宙局のRADARSAT-1,2，それに日本のJAXAのPALSAR

などが代表的なものである。PALSARセンサを搭載した

ALOS衛星（だいち）は，2006年以降，世界各地で発生し

た地震，風水害，火山噴火などの災害状況を多数観測した。

また東日本大震災においても，地殻変動量の把握や，津波

被害の把握に大いに貢献した。しかし，ALOSはPALSAR

に加えて光学センサも２つ搭載する多目的衛星で，震災発

生後は昼夜兼行で観測を続けたため，2011年４月に残念

ながら寿命を迎え観測機能が停止した。現在，その後継機

となるALOS-2（レーダ専用）の開発が進められており，

2014年初頭の打ち上げが予定されている。これらに加え

て最近は，商業用の高分解能レーダ衛星がドイツ

（TerraSAR-X）とイタリア（COSMO-Sky-Med）によって次々

打ち上げられ，防災分野での利用が始まっている。

　SARの防災利用に関しては，本特集号で他にも紹介され

ているが，ここでは筆者らが最近行った地殻変動の抽出に

ついて少し紹介する。TerraSAR-Xはドイツ航空宇宙セン

ター（DLR）が2007年に打上げた高分解能レーダ衛星で

あり，日本が得意とするLバンドより短い波長のXバンド

のマイクロ波を用いて観測を行っている。筆者らは，東日

本大震災の前後に撮影された画像を，（株）パスコの主催す

る「SAR技術応用研究会」を通じて提供を受け，これらを

用いて地殻変動量を検出する方法を新たに提案した3）。こ

の方法では，地震後のレーダ画像が地殻変動により移動し

ている可能性を考慮して，前後２画像間の位置合わせを行

わず，衛星の軌道情報のみによって補正された画像を用い

た。レーダの後方散乱（衛星方向への反射）が大きい無被

害の堅ろう建物に関して，地震前後のSAR強度画像（解像

度約３m）の空間相関を求めることで，この期間における

建物の移動量を検出する。この方法を，国土地理院のGPS

電子基準点を含むSAR画像に適用したところ，図－６に示
すように，基準点周辺の数百棟の無被害建物においてGPS

観測値に大変よく近似した地殻変動量を得ることができ

た。また，この方法を東京の地震のない２時期のデータに

適用したところ，ほぼ０の移動量となり，検出法が正しい

ことを証明することができた。今回の地震では，陸地にお

いて最大５mを越える大きな地殻変動量がGPS電子基準

点の観測で得られているが，本提案手法によって，地殻変
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斜め照射によりレーダ影が生じ，建物は前方に倒れ込む
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図－６　 SAR強度画像に基づく地殻変動量の推定。建物の航空
写真⒜，SAR画像の２時期カラー合成⒝，最大相関と
なる建物移動量⒞，GPS矢本観測点付近の推定建物変
位量⒟，建物の平均移動量とGPS記録の比較⒠
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動量の詳細な面的分布を推定できると考えている。

　高解像度SARデータは，建物の被害把握にも用いること

ができる。高解像度光学センサ画像を用いた建物の被害把

握は，これまでに数多く行われてきたが，直下視の画像か

らは建物上面しか観察できないため，建物側面への被害や

層崩壊などの被災パターンを判読することは困難で，被害

を過小評価してしまう恐れがある。このような被害パター

ンの検出に関しては，ほぼ同時期にやや違う位置から撮影

された２枚の光学画像の立体視により，建物高さを求める

ことも可能である。しかし，地震前と地震後で計４枚の画

像が必要となり，地震前のデータセットが存在しない場合

も多く，コスト的にも困難なことが多い。

　東日本大震災では多数の建物が津波により大きな被害を

受けたが，揺れによる被害とは異なり，写真－３のように
建物側面や建物下部への被害が特徴的である。そこで筆者

らは，SARの斜め照射特性から起こる画像上における建物

の倒れ込みを利用し，その範囲での後方散乱係数の地震前

後の変化から建物側面の被害状況の把握を試みた。図－７
は側壁が完全に損壊し骨組みだけとなった２階建て建物で

ある。中段のSAR画像でも判別できるが，倒れ込み範囲の

後方散乱が低下している（暗くなっている）。これは壁の

損壊によって，壁からの反射や地面と壁の二重反射が低減

したためだと考えられる。

　同様の手法を福島第一原子力発電所にも適用し，倒れ込

み範囲とレーダ影範囲の後方散乱係数の平均値の変化を求

め，爆発事故による原子炉建屋の損傷の把握を行った。そ

の結果，倒れ込み範囲では配管や復旧機材等の影響で変化

が出にくかったが，レーダ影の範囲の後方散乱係数の二時

期差分を求めることで，爆発事故による建屋の損壊（レー

ダ影の縮小）を把握することができた。このように，SAR

画像は，構造物の３次元的な形状・状況の変化を把握する

ことにも利用できる。

６．デジタル航空カメラと航空レーザーの利用

　ここまでは衛星に搭載されるセンサの利用について紹介

してきたが，航空機に搭載されるセンサからは，より高い

分解能のデータを取得することができる。航空（空中）写

真は，従来から写真測量や自然災害による被害把握のため

に用いられてきた。飛行高度1000～2000mから撮影され

るため，画像の地上解像度は衛星画像を上回っている。最

近では，従来からのフィルムを用いるアナログ航空カメラ

に加えて，高性能のデジタル航空カメラが開発され，実際

に使われるようになった。デジタル航空カメラは，輝度分

解能が卓越しているため，同じ地上解像度の場合でも，ア

ナログカメラで撮影されたものと比べると，はるかに鮮明

な画像を得ることができる。また，近赤外バンドを有する

ために，植生の抽出に極めて便利である。また夕刻等の薄

暗い時間になっても，感度が高いために空撮画像を取得で

きる可能性が高く，緊急撮影にも適している。

　デジタル航空写真を使った被害把握の事例を紹介する。

国土地理院は，2012年５月６日に茨城県常総市からつく

ば市を襲った竜巻に対して，翌日に解像度20cmの垂直デ

ジタル航空写真を竜巻経路に沿って撮影した。筆者らは，

被害の集中したつくば市北条地区を対象に，３枚の航空写

真を繋ぎ合わせて，建物の被害把握を試みた4）。同地区の

建物1825棟に対して目視による被害判読を行った結果，

全壊112棟，大規模半壊54棟，半壊88棟，一部損壊187

棟となった。判読した建物の輪郭を被害レベルで色付けし

て航空写真に重ね合わせたものを図－８に示す。全壊や大
規模半壊などの大きな被害は，ほぼ一直線上に分布してお

土木技術　68巻 12 号（2013.12）

写真－３　 東日本大震災で多数見られた津波による堅ろう建物
の下部・側面の被害の様子（筆者撮影）

2010/04/04  GeoEye 2011/04/06  ZENRIN

2010/10/21 SAR 2011/04/04 SAR

SAR

図－７　 仙台塩釜港に立地する側面に被害を受けた建物の現地
写真（上），地震前後のSAR強度画像（中），Google 
Earthより抽出した光学画像（下）
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り，竜巻の通過した経路をおおよそ推定することもできる。

この結果をつくば市による罹災判定および消防本部による

地上からの「１次見た目判定」の結果と比較したところ，

航空写真を用いた竜巻災害の建物被害判読は，屋根に被害

が出やすい木造建物の大被害に対しては有効であることが

示された。

　空中からのリモートセンシング技術でもう１つ重要なも

のが，航空レーザー計測である。航空機にスキャン式レー

ザー測距儀とGPSを搭載し，地上基準局のGPS受信データ

と照合することで，センサ位置を求め，航空機の姿勢計測

装置（IMU）によって照射方向を高精度に把握する。照射

レーザー光が地表面から反射して戻ってくるまでの短い時

間を計測して対地距離を求め，これらからレーザー光の

フットプリント（地上測点）の位置情報（緯度，経度，標

高）をデジタルデータで取得するものである。

　この航空レーザースキャナによって取得されたデータを

空間補間して作成した地表面モデルは，DSM（数値表面

モデル）と呼ばれ，建物等を含む全ての地表面の位置情報

デジタルデータである。一方，DSMから建物等の構造物

を除去（フィルタリング）した地形モデルをDEM（数値

標高モデル）と呼ぶ。「数値地図５mメッシュ（標高）」

はこのDEMであり，このような数値標高モデルは，津波

や洪水による浸水域予測などに極めて有用である。また，

フィルタリングの過程で３次元建物モデルを構築すること

も可能である。図－９はそのような手順で構築された建物
データを用いて，その上に航空写真や建物側面写真を貼り

合わせて構築した３次元都市モデルの例である）。このよ

うな可視化技術は，都市計画や景観評価のみならず，都市

防災などにおいても有効なものと考えられる。

７．おわりに

　リモートセンシング技術の防災分野における利用につい

て，最新の動向を紹介した。衛星搭載の光学センサや合成

開口レーダに関しては，高分解能化やセンサのポインティ

ングによる撮影機会の増大が大きな流れといえよう。また

衛星熱赤外センサも，夜間の広範囲の被害把握に利用可能

である。航空写真に関してはデジタル航空カメラが普及し，

高い輝度分解能や機動性などの特徴が利用を広げている。

本文では，これらのリモートセンシング技術を用いた最近

の災害による被害把握の事例について紹介した。今後も，

必ずや我が国を含む世界のどこかで大きな自然災害が発生

するであろう。急速に進歩するリモートセンシング技術を

いかにこれらの災害対応に有効に利用するかが，我々に課

された大きな課題といえよう。
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